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対応などの実態調査が必要であるとして、2005 年度に第 1 回目の全国調査を実施した。その
後、新設の教職に関する科目である教職実践演習が必修化され、教員養成 6 年制のなかでの教
育実習長期化も議論されるなど、現場体験重視型の教員養成に対する関心が否応なく高まるよ
                                                          
1 本稿ではこれを包括的に「学校現場体験活動」と呼ぶことにする。 
2 阪神地区私立大学教職課程研究連絡協議会が 2004 年に加盟大学対象に実施したアンケート調査におけ
る自由記述。 
3 木村政伸（2011）pp.71-72 
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うになってくると、再び大学における学生派遣事業・学校現場体験活動の実施状況等を明らか


























関係数は 2005 年 0.22、2011 年 0.37）、表 1 にみるように決して一致しているわけではない。
したがって、現場体験活動の実施状況に焦点づけたものとはまた異なる知見が得られる可能性
がある。 
                                                          




7 ただし、2005 年調査ではこの 5 項目から 1 つを選択回答する形であったが、2011 年調査では「大学と
して計画的には実施していないが、大学が組織として関与し、学生の参加状況は把握している」という選
択肢が割愛され、残りの 4 項目から 1 つを選択回答する形をとった。 
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表 1 現場体験活動の実施状況と大学の科目としての単位認定 
  2005 年 2011 年 
（％） 計画的組織的 状況把握 計画的組織的 状況把握 
単位認定／認定が確定（単位認定群） 42.4 13.3 56.7 22.0 
単位認定を検討中 9.1 17.8 2.5 10.0 
単位認定の予定なし（非単位認定群） 36.4 62.2 35.8 62.0 
その他 12.1 6.7 5.0 6.0 
n 33 45 120 50 
 







                                                          
8 現時点で単位認定はされないが現在認定を検討中の大学は除いた。 
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 調査票の回収率については表 2 にみるように、2005 年調査と 2011 年調査とで大きな開きが
ある。2005 年調査の回収率が 43.2％であまり高いとは言えないものであったが、2011 年調査




表 2 調査票回収率        
  2005 年 2011 年 
  加盟数 回答数 回収率 加盟数 回答数 回収率 
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表 3 参加学生数と派遣学校数    
  2005 年 2011 年 
1 大学あたり平均 学生数（人） 学校数（校） 学生数（人） 学校数（校） 
単位認定群 79.3 21.4 76.0 26.2 
非単位認定群 31.0 11.9 34.5 11.6 
計 50.5 16.0 59.3 20.4 
 
 これによると、参加学生数、派遣学校数ともに、単位認定群と非単位認定群の間に差はある







思う」と答えたのは、2005 年には単位認定群の 27.8％に対し、非単位認定群は 39.5％であり、
全体的には「単位目当てに参加する学生が増える」との見方に対しては否定的である。この傾












 表 4 をみると、全体的には「給付なし」の方が「給付あり」より比率が高い。そして、2005





を判断している。それによると、この項目に対する賛否に関し、2005 年と 2011 年の間に有意な差は認め
られない。χ自乗値は 1.55。 
12 χ自乗値は 0.31（2005 年）と 1.19（2011 年）。 
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表 4 学生に対する給付 
 2005 年 2011 年 
（％） 給付あり 給付なし n(のべ) 給付あり 給付なし n(のべ) 
単位認定群 31.8 68.2 22 16.7 83.3  78 
非単位認定群 47.6 52.4 42 30.3 69.7  66 









う」と答えたのは、2005 年には単位認定群の 94.4％に対し、非単位認定群は 77.8％であった














                                                          
13 χ自乗値は 8.02、危険率 0.5％水準で有意。 
14 2011 年のχ自乗値は 3.76 で、危険率を 10％の水準にまで緩めれば有意と言える。 
15 χ自乗値は 1.35（2005 年）と 0.88（2011 年）。 
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 表 5 をみると、全体的には「負担なし」の比率が高く、特に 2005 年時点では、学生による





表 5 学生自身による費用負担 
計画的組織的実施群のみ 2005 年 2011 年 
（％） 負担あり 負担なし n(のべ) 負担あり 負担なし n(のべ) 
単位認定群 7.7  92.3 13 42.9 57.1  70 
非単位認定群 0.0 100.0 12 22.0 78.0  41 







表 6 学生に対する給付と学生による費用負担 
計画的組織的実施群のみ 2005 年 2011 年 
（％） 負担なし 負担あり 計 負担なし 負担あり 計 
給付あり 25.0  8.3 33.3 15.2  8.0 23.2 
給付なし 61.1  5.6 66.7 51.2 25.6 76.8 
計 86.1 13.9 n=36 66.4 33.6 n=125 
 
 表 6 は、現場体験活動にかかる費用について学生に対する給付と学生による負担の関係を、
計画的・組織的に活動を実施する大学による回答に絞り、単位認定の有無にかかわりなくまと
めてみたものである。学生に立場になってみれば、給付があって負担がないことが最良であろ







                                                          
16 2011 年のχ自乗値は 4.96、危険率 5％水準で有意。 
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表 7 教育委員会等との協定 
 2005 年 1 大学あ
たり平均
協定数 
2011 年 1 大学あ
たり平均
協定数 （％） 協定あり 協定なし n 協定あり 協定なし n 
単位認定群 52.6 47.4 19 3.0 70.4 29.6  81 4.1 
非単位認定群 43.6 56.4 39 1.3 53.0 47.0  66 2.6 
計 46.6 53.4 58 1.9 62.6 37.4 147 3.5 
 








                                                          
17 χ自乗値は 0.35。 
18 χ自乗値は 4.43、危険率 5％水準で有意。 
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19 χ自乗値は 9.19、危険率 0.5％水準で有意。 
朝日 素明：学校現場体験活動に対する大学の取り組みと職員の意識 
―  ― 19
 いずれか 1 つの業務についてでも担当部署の記入があった大学は、2005 年には単位認定群
で 17 大学、非単位認定群では 32 大学、2011 年には単位認定群で 77 大学、非単位認定群では
55 大学に及んだ。それらを分母とし、各業務担当部署の記入があった大学数を分子として比率







表 8 諸業務担当部署記入大学 
  2005 年 2011 年 
記入のあった大学（％） 単位認定群 非単位認定群 単位認定群 非単位認定群 
派遣先の仲介・斡旋 82.4 90.6 88.3 94.5 
事前指導の実施 88.2 71.9 96.1 87.3 
事後指導の実施 － － 93.5 70.9 
派遣学生の選考 82.4 62.5 76.6 69.1 
派遣学生の割り当て 76.5 43.8 79.2 61.8 
訪問指導 70.6 37.5 79.2 38.2 
成績評価・単位認定 88.2  9.4 93.5 12.7 
事業全般に関わる事項の検討協議 88.2 71.9 89.6 69.1 
n 17 32 77 55 
 
（１）諸業務の担当部署の明確化 







                                                          
20 回答の中には、「教員」とか「事務部」といった、部署を特定しづらい記述も見受けられた。表はこうし
た回答も含めての数値である。 
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 そこでまず、経年変化に関して言及するならば、明らかに業務・担当部署を明確化する方向
で進んできたと言えよう。それは単位認定群、非単位認定群の双方について指摘できることで
ある。業務によっては 2005 年の数値が高くなっている部分もあるが、全体的には 2011 年の方
が若干数値は高く、上の傾向を指摘できる。いわば、現場体験活動に関して大学内の組織化が
進展してきたということであろう。 




学の割合を示したものが表 9 である。2005 年と 2011 年では設問で示した業務の数が異なるた
めに単純な比較はできないが、2005 年より 2011 年の方が、全ての業務（2005 年は 7 つ、2011
年は 8 つ）について担当部署を記入した大学が多く、反対に 1 つの業務についてしか記入しな
かった大学が少ないことは明らかだ。 
 以上のことから、2005 年から 2011 年にかけては現場体験活動に関し組織化が進んできたと
言うことができよう。 
 
表 9 諸業務担当部署記入数別大学の割合 
（％） 2005 年 2011 年 
部署記入数 単位認定群 非単位認定群 合計 単位認定群 非単位認定群 合計 
1  5.9 15.6 10.8  1.3  3.6  2.5 
2  0.0  9.4  4.7  3.9  7.3  5.6 
3  0.0 18.8  9.4  1.3 16.4  8.8 
4  5.9 15.6 10.8  1.3 12.7  7.0 
5 29.4 18.8 24.1  3.9 16.4 10.1 
6 11.8 12.5 12.1 14.3 14.5 14.4 
7 47.1  9.4 28.2 18.2 16.4 17.3 
8 － － － 55.8 12.7 34.3 
n 17 32 49 77 55 132 
 
（２）単位認定の有無と現場体験活動の組織化 
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テムにのせる必要がないので、現場体験活動の運営、実施に最低限必要な業務を然るべき部署
が担い、臨機応変に運用していくという形態がとれるということでもあろう。 













 もうひとつ、表 8 から推察されるのは、大学が現場体験活動に関するどの業務の担当部署を
明確にすることで、その遂行に力を注ごうとしているのか、ということである。大学が注力し
ようとする業務を、担当部署の明確化の度合で測れるのではないか。そうした視点から再び表
8 をみると、大学が注力する業務内容が、2005 年から 2011 年の間に移り変わってきており、
また単位認定群と非単位認定群とで異なっているということがわかる。 











年は 88.3％で、この 2 時点間に有意差はない。つまり、職員の意識上は、2005 年と 2011 年で
大きく変わったということはないようだ24。 
                                                          
22 2005 年は F 値が 5.53 で、危険率 5％水準で有意差が認められる。2011 年は同じく 30.8 で、危険率 1％
水準以下でも有意差が認められる。 
23 χ自乗値は 9.58、危険率 0.5％水準で有意。 
24 一方で、やはり関連質問項目である「派遣される学校に迷惑をかけないために、派遣する学生の選考に
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はかなり力を入れる必要がある」という内容についての賛否をみると、「そう思う」と回答した大学は 2005

























等に関する 2005 年調査と 2011 年調査の比較を通して－」全国私立大学教職課程研究連絡協
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